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将来の世代の負担負債の部

３９０億　４５８万円固定負債
市の借金となる地方債や、将来支
払うべき職員の予想される退職手
当の引当金など

５６億６，３６５万円流動負債
１年以内に支払う予定のある地方
債の償還や職員の退職金など

４４６億６，８２３万円負債合計

資産と負債の差額で
今までの世代の負担純資産の部

２，６３７億７，８６０万円純資産

２，６３７億７，８６０万円純資産合計
３，０８４億４，６８３万円負債・純資産合計

資産の部� これまでに蓄積した資産

２，９０４億４，３０８万円公共資産
２，９０１億　８０９万円毅うち有形固定資産

学校・体育館・図書館を含む教育、
道路・公園・住宅を含む生活インフ
ラ・国土保全などの目的別の立川
市の行政サービスに使われる建物、
土地、重要な備品などの資産

８８億２，７１５万円投資等
公益財団法人への出資金や、貸付金など

９１億７，６６０万円流動資産
８６億５，５９１万円毅現金預金

（２８億９，１４３万円）　（うち歳計現金）
５億２，０６９万円毅未収金

３，０８４億４，６８３万円資産合計

平成２４年３月３１日現在

　資金収支計算書は、市の資金の流れを、「経常的」、「公共資産整備」、「投資・財務的」
収支の部に分けて表しており、どのような部門に資金が流れているかが分かります。
　平成２３年度は、公共資産整備収支の部では△１２億１，９２９万円、投資・財務的収支の部で
は△６３億６，８９３万円となり、いずれも収入より支出が多くなっていますが、経常的収支の
部では７７億５，２９２万円収入が多くなり、１年間の収支では、年度の初めと比べて資金の残
高は１億６，４７０万円の増額となっています。

２７億２，６７３万円当初の資金の残高（期首歳計現金残高）
１　経常的収支の部
　　　市税の収入や、人にかかる費用、物品の購入など、経常の収支

７７億５，２９２万円　毅経常的収支額�
２　公共資産整備収支の部 
　　　公共資産の整備にかかる資金や、国・都の補助金などの収支

△１２億１，９２９万円　毅公共資産整備収支額
３　投資・財務的収支の部 
　　　地方債の償還や公共資産の売却による収入などの収支

△６３億６，８９３万円　毅投資・財務的収支額
１億６，４７０万円１年間の資金の増減高（当年度歳計現金増減額）
２８億９，１４３万円期末の資金の残高（期末歳計現金残高）

葛

　左側には、平成２４年３月末に市が行政サービスを提供するために保有している土地や建
物などの公共資産や、現金などの流動資産を表し、右側の負債などは公共資産や流動資産
等をどのように取得したのか、その財源を表しています。
　平成２３年度の資産の総額は３，０８４億４，６８３万円です。負債の合計は４４６億６，８２３万円、資産
と負債の差額となる純資産は２，６３７億７，８６０万円となります。

平成２４年３月末時点での市の所有する資産などのストック情報
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１年間（平成２３年度）の資金の流れ
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「表１・貸借対照表（バランスシート）」から
行政サービスを提供するための資産をどれだけ保有していますか？Ｑ1
　これまでに形成された資産（貸付金や基金を含む）は３，０８４億４，６８３万
円で、このうち行政サービスの提供に使用する資産（有形固定資産）は
２，９０１億８０９万円となっています。
　市民１人当たりで換算すると、資産は約１７６万５，０００円、負債は約２５万
６，０００円となっています。
立川市の公共資産の内訳はどのようになっていますか？Ｑ2
　主な構成は次の通りです（財務書類の詳細は市ホームページで紹介し
ています）。
毅生活インフラ・国土保全（道路や公園など）　 　５７．６％
毅教育（学校や図書館、体育館など）　 　　　　　２９．３％
毅福祉（福祉会館や保育園など）　 　　　　�　�　�３．２％
毅環境衛生（ごみ処理施設や健康会館など）　 �　　２．９％
毅総務（庁舎や市民会館、駐輪場など）　 　　�　　５．９％
毅その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　�１．１％

「表２・行政コスト計算書」から
行政サービスに要した１年間のコストのうち利用者等が負担した割合
はどれくらいですか？Ｑ3
　「経常収益の合計」の「経常行政コスト」に占める割合で、２．９％とな
っています。
市民１人当たりでみると１年間の行政コストはどれくらいですか？Ｑ4
　「経常行政コスト」を人口で割ると、市民１人当たりの行政コストは
約３６万１，０００円となります。
　また、目的別にみると、
毅「生活インフラ・国土保全」では、市民１人当たり約４万２，０００円
毅「教育」では、市民１人当たり約４万１，０００円
毅「福祉」では、市民１人当たり約１９万２，０００円
毅「環境衛生」では、市民１人当たり約２万８，０００円
毅「総務」では、市民１人当たり約３万３，０００円
　などとなっています。
　※人口　１７４，７８４人（平成２４年４月１日現在。外国人住民を含まず）

立川市の連結財務書類は？Ｑ5
　立川市の場合は、出資や繰出金、補
助金などにより市の財政に影響があ
る特別会計（競輪事業、国民健康保険
事業、下水道事業、駐車場事業、介護
保険事業、後期高齢者医療事業）や、
一部事務組合等（東京都たま広域資源
循環組合、東京市町村総合事務組合、
立川・昭島・国立聖苑組合、東京都後
期高齢者医療広域連合）、土地開発公
社、地域文化振興財団の会計を連結し
て作成しています。

　連結財務書類の「連結貸借対照表」
と「連結行政コスト計算書」をみてみ
ます。
　連結貸借対照表の公共資産には、競
輪場や駐車場などの施設が市の資産
として計上されています。また、負債
には競輪場や駐車場の建設などにか
かった費用も将来の負担として計上
されています。
　行政コスト計算書の移転支出的な
コストには、国民健康保険事業や、介
護保険事業の社会保障給付費などが
計上されています。

　市が行う行政サービスにかかる費用について、目的別・性質別
に表しています。また、行政サービスなどを提供することにより
市民の皆さんから受ける使用料や手数料などの収入も表していま
す。平成２３年度の行政サービスにかかるコストの主なものとして
は職員の給与などの「人にかかるコスト」が１０８億８，３９１万円で全
体コストの１７．２％、物品の購入や郵便料などの「物にかかるコス

ト」は１５９億６，３６９万円で全体の２５．３％、また、最も多いのは生活
保護や、各団体への補助金など、市では直接消費せず個人や団体
へ支出する「移転支出的なコスト」で、３５７億６，０３４万円と全体の
５６．６％の割合を占めています。目的別にみると福祉が３３５億８，０７９
万円と最も多く全体の５３．２％となっています。

自：平成２３年４月１日　至：平成２４年３月３１日

　純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部が、
１年間にどのように変動したのかを表しています。貸
借対照表の純資産の部が減少し、負債の部が増えるの
は、市の資産を形成するために将来の世代の負担の割
合が増えたことを表しています。
　純資産の部が増加することは現世代の負担で資産を
形成できたことを表しています。平成２３年度の初め（期
首）の純資産残高は２，６３４億９７８万円ですが、期末には
２，６３７億７，８６０万円と増加しています。

２，６３４億　９７８万円期首純資産残高

△６１３億４，３９６万円　純経常行政コスト

６１７億１，２７８万円　市税などの一般財源・資産評価替等

２，６３７億７，８６０万円期末純資産残高
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性質別 目的別

１年間（平成２３年度）の純資産の動き
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１年間（平成２３年度）の行政サービス等の費用
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　総　額構成比率経常行政コスト

１０８億８，３９１万円１７．２％人にかかるコスト
　（職員の給与など）

１５９億６，３６９万円２５．３％物にかかるコスト
　（物品の購入や郵便料、建物の管理委託など）

３５７億６，０３４万円５６．６％移転支出的なコスト
　（生活保護費などの扶助費や、団体への補助金など）

５億５，２６２万円０．９％その他のコスト
　（地方債の利息など）

６３１億６，０５６万円ａ経常行政コスト

経常収益

１３億４，３２１万円ｂ使用料・手数料

４億７，３３９万円ｃ分担金・負担金・寄附金

１８億１，６６０万円ｄ経常収益合計（ｂ＋ｃ）

２．９％ｄ／ａ

６１３億４，３９６万円（差引）純経常行政コストａ−ｄ

　総　額構成比率経常行政コスト

７３億　３８３万円１１．６％生活インフラ・国土保全（道路や公園などの
維持管理など）

７１億４，５６５万円１１．３％教育（学校の教育や図書館の運営など）
３３５億８，０７９万円５３．２％福祉（生活保護や保育園の運営など）
４８億２，１５７万円７．６％環境衛生（ごみの処理や予防接種など）
１２億　７３９万円１．９％産業振興（市内の商業・農業・工業の振興など）
２１億５，９５０万円３．４％消防（消防団や災害時の備蓄品の管理など）
５８億４，５４０万円９．３％総務（庁舎や、その他の市民サービスなど）
５億４，３６６万円０．９％議会（議会の経費など）
５億５，２７７万円０．８％その他

６３１億６，０５６万円ａ経常行政コスト

目
的
別
で
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る
と

葛

　市は、新地方公会計制度に基
づき、平成23年度普通会計決算
の財務書類４表（貸借対照表・
行政コスト計算書・純資産変動
計算書・資金収支計算書）を作
成しました。資産や負債などの、
発生主義に基づくストック情報
やコスト情報、1年間の資金収
支の状況を表しています。

発生主義と現金主義
　「現金主義」が現金の収入・支出により資産やコストを
認識する考え方に対して、「発生主義」は、現金の動きだ
けでは把握できない、将来の負担すべき負債や現在市が持
っている資産など、行政資産を統合的に管理するために導
入された考え方です。
　車の購入を例にすると、現金主義では現金を支出した年
度に会計の処理をしますが、発生主義では、使用期間（耐
用年数）にかかる減価償却費として複数年にわたり会計の
処理をすることになります。また、車を廃棄するときは、
現金主義では現金の動きがない場合は会計の処理を行うこ
とはありませんが、発生主義は、車という資産の減少とし

て会計の処理をします。発生主義の会計処理では、現金の
動きを伴わない場合でも資産の増減について会計の処理を
行うことになります。
新地方公会計制度と総務省方式改訂モデル
　国では、平成１８年度から新地方公会計制度に基づく貸借
対照表・行政コスト計算書・純資産変動計算書・資金収支
計算書の４つからなる財務書類の整備を地方公共団体に推
進しています。立川市では、地方公共団体が作成している
資料（決算統計データ）を利用する「総務省方式改訂モデ
ル」に基づき財務書類を作成し、段階的に固定資産台帳を
整備していくこととしています。「総務省方式改訂モデル」
は、多摩地域の多くの市が採用しています。

財務書類４表の相互関財務書類４表の相互関係係
　①「貸借対照表」の資産の内訳として歳計現金（歳入、歳出に属
する現金）は、「資金収支計算書」の期末歳計現金残高と一致します
（表１と表４の関係）。資金収支計算書は１年間の資金の流れ（増減）
を表しています。
　②「貸借対照表」の純資産は、これまでの世代が負担し支払い済
みの資産で、「純資産変動計算書」の期末純資産残高と一致します
（表１と表３の関係）。純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産に
かかる１年間の資産の流れ（増減）を表しています。
　③「行政コスト計算書」の純経常行政コストは、経常行政コスト
と経常収益の差ですが、「純資産変動計算書」の純経常行政コストと
一致します（表２と表３の関係）。
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連結貸借対照表

〔借方〕
公共資産　　　　　 　３４７，２１５
投 資 等　　　　　　　１３，３６３
流動資産　　　　　　　１１，７３４
資　産　合　計 　　　３７２，３１２

〔貸方〕
負　　債　　　　 　 　６９，３３２
純 資 産　　　　　 　３０２，９８０
負債・純資産合計　 　３７２，３１２

単位：百万円

経常行政コスト
　人にかかるコスト　　１１，８０５
　物にかかるコスト　　２０，３１７
　移転支出的なコスト　６６，１８２
　その他のコスト　　 　２，１９６
経常行政コスト計　　 １００，５００
経常収益　　　　　　　２６，０３１
（差引）純経常行政コスト

７４，４６９

用

語

解

説
総務省方式
改訂モデル

平成２３年度 普通会平成２３年度　普通会計計

w財政課・内線２６７６
くわしくは、市ホームページをご覧ください

連結行政コスト計算書 単位：百万円

自：平成２３年４月１日　至：平成２４年３月３１日

自：平成２３年４月１日　至：平成２４年３月３１日

経常行政
コ ス ト 経常収益－

歳計現金
増 減 額

期首歳計
現金残高＋

借　　　方 貸　　　方

立立川川市市のの財財務務書書類類（（４４表表））をを
作作成成ししままししたた
立川市の財務立川市の財務書書類類（４表）（４表） をを
作成しまし作成しましたた


